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〈救済〉を受ける権利がある

















































































4 4 4 4 4 4 4 4 4
、個々の家族
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の実情に応じて懇切なる指導と救護を行い




















4 4 4 4
であった。その嚆矢とされる岡山県の「済世顧問制度」（1917（大
正 6）年）や大阪府の「方面委員制度」（1918（大正 7）年）では、委員の選任は
知事の嘱託によった（全国社会事業協会 1964: 24, 53）。そして、嘱託制度は 1936
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するのみな
らず又相当の人格教養ある者





































4 4 4 4 4
問題を救済するかという「要件」
をめぐる裁量と、それらをどうやって
















GHQ は占領政策の観点から、旧軍関係物資を指令第 1 号（1945（昭和 20）年 9
月）によって凍結した。そしてその物資を、旧軍人を含む軍部関係者へ優先配
分することを禁止した（SCAPIN151（同年 10 月））。SCAPIN151 は、人々のニ
ーズに基づいた、旧軍関係者を優遇しない物資配分を求めたことから、現代の
（新）生活保護法にも連なる「無差別平等の原則」の原型として理解されてい











　こうしたなかで、方面委員令は民生委員令に変更され（1946（昭和 21）年 9 月、
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・どうやって



















扱ってしまうからである（菅沼 2005b: 224,  254n79）。換言すれば、かかる「措
置」についての〈職人芸〉的裁量の余地が大きければ、結果的に適用「要件」
についても差別的な裁量の可能性を惹起してしまうからである。
　かような問題は、1948（昭和 23）年 8 月のマーケット・バスケット方式によ
る保護基準の改定で解決が図られることになった。この方式では、日本国憲
法（1947（昭和 22）年 5 月施行）第 25 条 1 項の生存権規定が保障する「最低生
活費」を、栄養学上の必要カロリーという客観的基準により必要な物資量を
設定し、それを当時の価格水準に直すことで算定する（厚生省五十年史編集委




































































委員法の改正は 1953（昭和 28）年 7 月になってようやく達成された（全国社会



















として、更には 70 万世帯 190 万人に及ぶ被保護世帯に
対しては公的保護機関に協力し、その自立を助長することにあった。〔原文改行〕
要するにこの運動は要保護世帯を主眼とし、被保護世帯をも含めた低所得者層の
1 第 2 部　論文集 1二つの貧困対策
防貧と更生の促進をはかることねらいとしている。更にもう一つは、民生委員
活動の本義の確立をねらい
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を対象
に、そして、給付とは別の手段





























った第 7 回、世帯更生資金貸付制度の創設を要望した第 8 回大会を経た、第 9










































































世帯別（年度） 対象世帯総数 要保護世帯数 被保護世帯数 要補導世帯数（18）






















































（出所：全国社会福祉協議会 1964: 630-1 の表をもとに筆者が作成）












づくものではない。制度の設立は「昭和 30 年 8 月 1 日発社第 104 号都道府県
知事宛厚生事務次官通牒」（以下、厚生事務次官通牒）およびその別紙「世帯更
生資金貸付制度運営要綱」（以下、運営要綱）、そして、同時に発せられた同制
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公庫は、1949（昭和 24）年 6 月に、国民金融公庫法（同年 5 月施行）によって
設立された政府系金融機関である。前身である庶民金庫（1938（昭和 13）年設
立）においても同様の貸付制度、特別小口貸付（1946（昭和 21）年 5 月）、生業
資金貸付（1946（昭和 21）年 9 月）を実施しており、更生資金貸付はこれを継

































世帯更生資金貸付 1, 261（11.3％） 230（4.2％） 1, 491
生業扶助（生活保護） 485（4.4％） 1, 082（19.5％） 1, 567
母子福祉資金 3, 172（28.5％） 614（11.1％） 3, 786
奨学育英資金 669（6.0％） 148（2.7％） 817
都道府県の貸付制度 209（1.9％） 65（1.2％） 274
更生資金（国民公庫） 1, 384（12.4％） 711（12.9％） 2095
法外援護資金 2, 570（23.1％） 823（14.9％） 3393
その他 1, 397（12.5％） 1848（33.5％） 3246
合計 11, 147（100％） 5521（100％） 16, 668
（出所：全国社会福祉協議会 1957b: 19）

















































世帯更生資金貸付 2, 081（15.5％） 250（3.9％） 2, 281
生業扶助 623（4.8％）　 1, 386（21.4％） 2, 009
母子福祉資金 3, 249（24.9％） 715（11.0％） 3, 964
奨学育英資金 1, 038（7.9％） 142（2.2％） 1, 180
都道府県の貸付制度 471（3.6％） 86（1.3％） 557
更生資金（国民公庫） 1, 114（8.5％） 157（2.4％） 1271
法外援護資金 3, 087（23.6％） 1, 814（28.1％） 4, 901
その他 1, 456（11.1％） 1, 928（29.8％） 3, 384
合計 13, 069（100％） 6, 478（100％） 19, 547
（出所：全国社会福祉協議会 1958a: 27）





















































































































































和 7）年から 1934（昭和 9）年にかけてクローズアップされたもの
であることを指摘している（菅沼 2005a: 73-6）。
（8）いったい誰が「時代の遺物」と見なすおそれがあったのか、ここ
では明確ではない。おそらく GHQ だと思われるが、実際には GHQ
がこの時点で方面委員を否定的に捉えていたという客観的証拠はな
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